鳥取県薬物乱用対策推進本部設置要綱
（目　的）

第１条　鳥取県における麻薬、覚せい剤等の乱用対策について、本県の現状、課題、対策について協議するとともに関係諸機関の意見を聞き総合的かつ効果的な対策を強力に推進するため、鳥取県薬物乱用対策推進本部（以下「本部」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条　本部の所掌事務は、次に挙げるとおりとする。

(1) 　鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例（平成25年鳥取県条例第６号）に基づく麻薬、覚せい剤等の乱用対策の総合的な施策の推進に関すること。

(2) 　麻薬、覚せい剤等の乱用対策に関し、関係機関の実務者の情報交換及び連絡調整に関すること。

(3) 　その他、麻薬、覚せい剤等の乱用対策について、必要な事項に関すること。

（構　成）

第３条　本部は、委員１０人以内で組織し、薬物乱用防止活動関係者、学識経験者等から知事が任命する。

２　本部に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

３　会長は、本部の事務を総括し、本部を代表する。副会長は、会長を補佐し、会長に事故のある時はその職務を代理する。

４　委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第４条　会議は、会長と協議の上、福祉保健部長が招集し、会長が議長となる。

２　会議は、必要に応じて第5条に定める鳥取県薬物乱用対策推進本部実務者会議（以下「実務者会議」という。）委員及び関係者の出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

３　第2項の規定による求めに対し委員は職務上支障がある場合は出席・説明・意見聴取及び資料の提出を拒むことができる。

（実務者会議）

第５条　本部の運営にあたり必要な情報提供を行うため及び実務者会議構成員による情報交換・連絡調整を行うために　次に掲げる者による実務者会議を福祉保健部長が委嘱し組織する。

　　(1) 県の職員

　　(2) 国の関係機関の職員

　　(3) その他、福祉保健部長が適当と認める者

　　

（庶　務）

第６条　本部の庶務は、福祉保健部健康医療局医療・保険課において処理する。

（補　則）

第７条　この要綱で定めるもののほか、本部の運営について必要な事項は、福祉保健部長と協議のうえ会長が別に定める。　

附　則　　この要綱は昭和５０年２月２４日から適用する。

附　則　　この要綱は平成６年４月１日から適用する。

  附　則　　この要綱は平成１２年９月１３日から適用する。

  附　則　　この要綱は平成１９年５月２４日から適用する。

  附　則　　１　この要綱は平成２５年８月２８日から適用する。　

　　　　　　２　この要綱施行の際に現に委員である者及びこの要綱施行後現に委員である者の残任期中に新たに委員に委嘱する者の任期は、第３条第６項の規定にかかわらず平成２７年３月３１日までとする。

　附　則　　この要綱は平成２５年１０月１１日から適用する。

　附　則　　この要綱は平成２５年１１月２９日から適用する。
附　則　　この要綱は平成３１年１月３０日から適用する。
